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1.　18年12月期の業績（平成18年１月１日～平成18年12月31日）

(1) 経営成績 (百万円未満切捨)

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年12月期 10,335 △9.2 △275 ― 7 △93.6

17年12月期 11,377 △4.6 3 △99.1 117 △72.2

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年12月期 17 △57.9 1 01 ― ― 0.2 0.0 0.1

17年12月期 41 △92.2 2 40 2 38 0.4 0.8 1.0

(注) ① 期中平均株式数 18年12月期 17,106,057株 17年12月期 17,205,773株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年12月期 15,196 9,560 62.9 561 13

17年12月期 16,101 9,619 59.7 561 56

(注) ① 期末発行済株式数 18年12月期 17,038,532株 17年12月期 17,129,927株

　 ② 期末自己株式数 18年12月期 856,345株 17年12月期 764,950株

　

2.　19年12月期の業績予想（平成19年１月１日～平成19年12月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

中間期 5,300 20 20

通期 10,800 110 100

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　　5円87銭
　

3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円) 配当金総額
(百万円)

配当性向
(％)

純資産
配当率(％)　 中間期末 期末 年間

17年12月期 ― 4.00 4.00 68 166.7 0.7

18年12月期 ― 4.00 4.00 68 396.0 0.7

19年12月期(予想) ― 4.00 4.00 　 　 　

　

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の業績に影響をあたえる不確実な要因にかかる本資料発表日現在にお
ける仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
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1. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　 　
第56期

(平成17年12月31日)

第57期

(平成18年12月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 3,517,596 　 　 2,552,709 　 　 △964,886

　２　受取手形 ※５ 　 779,508 　 　 661,562 　 　 △117,945

　３　売掛金 ※４ 　 2,566,989 　 　 2,707,008 　 　 140,018

　４　商品 　 　 254,037 　 　 208,370 　 　 △45,667

　５　製品 　 　 452,550 　 　 332,202 　 　 △120,348

　６　原材料 　 　 197,228 　 　 202,637 　 　 5,408

　７　仕掛品 　 　 597,389 　 　 556,854 　 　 △40,535

　８　貯蔵品 　 　 43,052 　 　 31,639 　 　 △11,413

　９　前払費用 　 　 25,634 　 　 32,382 　 　 6,747

　10　繰延税金資産 　 　 106,000 　 　 ― 　 　 △106,000

　11　未収入金 　 　 27,509 　 　 84,801 　 　 57,292

　12　未収消費税等 　 　 70,909 　 　 39,693 　 　 △31,216

　13　その他の流動資産 　 　 18,472 　 　 11,863 　 　 △6,608

　14　貸倒引当金 　 　 △3,300 　 　 △3,300 　 　 ―

　　　流動資産合計 　 　 8,653,580 53.7 　 7,418,425 48.8 　 △1,235,154

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 5,352,931 　 　 4,832,234 　 　 △520,696 　

　　　　減価償却累計額 　 3,622,034 1,730,897 　 3,320,222 1,512,012 　 △301,811 △218,884

　　(2) 構築物 　 485,966 　 　 461,706 　 　 △24,259 　

　　　　減価償却累計額 　 422,562 63,403 　 407,843 53,862 　 △14,719 △9,540

　　(3) 機械及び装置 　 10,208,847 　 　 10,286,591 　 　 77,744 　

　　　　減価償却累計額 　 9,069,886 1,138,961 　 9,068,217 1,218,373 　 △1,668 79,412

　　(4) 車両運搬具 　 42,303 　 　 44,003 　 　 1,700 　

　　　　減価償却累計額 　 32,789 9,513 　 36,163 7,839 　 3,373 △1,673

　　(5) 工具、器具及び備品 　 1,533,244 　 　 1,433,723 　 　 △99,520 　

　　　　減価償却累計額 　 1,383,402 149,841 　 1,283,173 150,549 　 △100,229 708

　　(6) 土地 　 　 1,711,793 　 　 1,681,745 　 　 △30,047

　　(7) 建設仮勘定 　 　 76,149 　 　 11,069 　 　 △65,080

　　　　有形固定資産合計 　 　 4,880,560 30.3 　 4,635,453 30.5 　 △245,106

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) ソフトウェア 　 　 3,857 　 　 8,381 　 　 4,524

　　(2) 電話加入権 　 　 2,025 　 　 2,025 　 　 ―

　　(3) その他の無形固定資産 　 　 176 　 　 67 　 　 △108

　　　　無形固定資産合計 　 　 6,058 0.0 　 10,474 0.1 　 4,415
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第56期

(平成17年12月31日)

第57期

(平成18年12月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 1,508,656 　 　 1,663,201 　 　 154,545

　　(2) 関係会社株式 　 　 1,045,526 　 　 1,045,526 　 　 ―

　　(3) 出資金 　 　 10 　 　 10 　 　 ―

　　(4) 従業員長期貸付金 　 　 46,549 　 　 41,835 　 　 △4,713

　　(5) 更生債権等 　 　 6 　 　 ― 　 　 △6

　　(6) 長期前払費用 　 　 1,242 　 　 964 　 　 △278

　　(7) 敷金 　 　 28,000 　 　 27,686 　 　 △314

　　(8) 生命保険掛金 　 　 158,655 　 　 180,555 　 　 21,899

　　(9) 長期定期預金 　 　 ― 　 　 400,000 　 　 400,000

　 (10) その他の投資 　 　 3,950 　 　 3,450 　 　 △500

　 (11) 関係会社投資等損失

　　　　引当金
　 　 △230,775 　 　 △230,775 　 　 ―

　 (12) 貸倒引当金 　 　 △100 　 　 △100 　 　 ―

　　　　投資その他の資産合計 　 　 2,561,723 15.9 　 3,132,356 20.6 　 570,632

　　　固定資産合計 　 　 7,448,342 46.3 　 7,778,283 51.2 　 329,941

　　　資産合計 　 　 16,101,922 100.0 　 15,196,709 100.0 　 △905,213

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 ※５ 　 1,403,572 　 　 1,120,466 　 　 △283,106

　２　買掛金 ※４ 　 709,037 　 　 551,333 　 　 △157,704

　３　短期借入金 ※１ 　 550,000 　 　 ― 　 　 △550,000

　４　一年以内返済予定

　　　長期借入金
※１ 　 515,000 　 　 515,000 　 　 ―

　５　未払金 　 　 168,824 　 　 71,726 　 　 △97,097

　６　未払費用 　 　 98,992 　 　 94,237 　 　 △4,755

　７　未払法人税等 　 　 32,697 　 　 16,014 　 　 △16,683

　８　前受金 　 　 15,217 　 　 5,823 　 　 △9,394

　９　預り金 　 　 35,860 　 　 28,386 　 　 △7,474

　10　為替予約 　 　 12,847 　 　 ― 　 　 △12,847

　11　設備関係支払手形 ※５ 　 154,530 　 　 129,179 　 　 △25,351

　　　流動負債合計 　 　 3,696,581 23.0 　 2,532,167 16.7 　 △1,164,414

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※１ 　 1,915,000 　 　 2,175,000 　 　 260,000

　２　繰延税金負債 　 　 383,406 　 　 390,917 　 　 7,510

　３　退職給付引当金 　 　 429,043 　 　 467,505 　 　 38,462

　４　役員退職慰労引当金 　 　 58,324 　 　 69,549 　 　 11,225

　５　その他 　 　 ― 　 　 736 　 　 736

　　　固定負債合計 　 　 2,785,775 17.3 　 3,103,709 20.4 　 317,934

　　　負債合計 　 　 6,482,356 40.3 　 5,635,876 37.1 　 △846,479
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第56期

(平成17年12月31日)

第57期

(平成18年12月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※２ 　 4,791,796 29.8 　 ― ― 　 ―

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 1,197,949 　 　 ― 　 　 ―

　２　その他資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本金及び

　　　　資本準備金減少差益
　 1,798,201 　 　 ― 　 　 ― 　

　　(2) 自己株式処分差益 　 6 1,798,207 　 ― ― 　 ― 　

　　　資本剰余金合計 　 　 2,996,156 18.6 　 ― ― ― ―

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 別途積立金 　 1,100,000 1,100,000 　 ― ― 　 ― ―

　２　当期未処分利益 　 　 342,478 　 　 ― 　 　 ―

　　　利益剰余金合計 　 　 1,442,478 9.0 　 ― ― 　 ―

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 ※６ 　 565,619 3.5 　 ― ― 　 ―

Ⅴ　自己株式 ※３ 　 △176,485 △1.1 　 ― ― 　 ―

　　　資本合計 　 　 9,619,565 59.7 　 ― ― 　 ―

　　　負債・資本合計 　 　 16,101,922 100.0 　 ― ― 　 ―
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第56期

(平成17年12月31日)

第57期

(平成18年12月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 4,791,796 31.5 　 ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 1,197,949 　 　 ― 　

　　(2) その他資本剰余金 　 ― 　 　 1,798,207 　 　 ― 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 2,996,156 19.7 　 ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　 別途積立金 　 ― 　 　 1,100,000 　 　 ― 　

　　　　 繰越利益剰余金 　 ― 　 　 291,298 　 　 ― 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 1,391,298 9.2 　 ―

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △195,119 △1.3 　 ―

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 8,984,132 59.1 　 ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　その他有価証券評価

　　　差額金
　 　 ― 　 　 576,699 　 　 ―

　　　評価・換算差額等合計 　 　 ― ― 　 576,699 3.8 　 ―

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 9,560,832 62.9 　 ―

　　　負債・純資産合計 　 　 ― ― 　 15,196,709 100.0 　 ―
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② 損益計算書

　

　 　

第56期

(自　平成17年１月１日

至　平成17年12月31日)

第57期

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　製品売上高 　 8,201,430 　 　 6,879,237 　 　 △1,322,193 　

　２　商品売上高 　 3,175,581 11,377,012 100.0 3,455,835 10,335,072 100.0 280,253 △1,041,939

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　製品期首たな卸高 　 432,179 　 　 452,550 　 　 20,371 　

　２　商品期首たな卸高 　 181,213 　 　 254,037 　 　 72,824 　

　３　当期製品製造原価 　 6,615,151 　 　 5,956,820 　 　 △658,330 　

　４　当期商品仕入高 　 2,464,776 　 　 2,226,183 　 　 △238,593 　

　　　合計 　 9,693,320 　 　 8,889,592 　 　 △803,728 　

　５　他勘定振替高 ※１ 8,518 　 　 10,838 　 　 2,320 　

　６　製品期末たな卸高 　 452,550 　 　 332,202 　 　 △120,348 　

　７　商品期末たな卸高 　 254,037 8,978,213 78.9 208,370 8,338,180 80.7 △45,667 △640,032

　　　売上総利益 　 　 2,398,798 21.1 　 1,996,892 19.3 　 △401,906

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※２

※３
　 2,395,491 21.1 　 2,272,289 22.0 　 △123,202

　　　営業利益又は

　　　営業損失(△)
　 　 3,306 0.0 　 △275,397 △2.7 　 △278,704

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 ※４ 3,373 　 　 5,159 　 　 1,785 　

　２　受取配当金 ※４ 59,774 　 　 190,811 　 　 131,036 　

　３　為替差益 　 45,601 　 　 76,022 　 　 30,421 　

　４　関係会社賃貸収入 　 40,800 　 　 40,800 　 　 ― 　

　５　雑収入 　 29,366 178,915 1.6 26,965 339,759 3.3 △2,400 160,843

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 32,717 　 　 37,466 　 　 4,749 　

　２　関係会社賃貸収入原価 　 18,635 　 　 16,948 　 　 △1,687 　

　３　雑損失 　 12,971 64,324 0.6 2,441 56,856 0.6 △10,529 △7,467

　　　経常利益 　 　 117,898 1.0 　 7,505 0.1 　 △110,393
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第56期

(自　平成17年１月１日

至　平成17年12月31日)

第57期

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※５ ― 　 　 2,480 　 　 2,480 　

　２　権利譲渡収入 　 ― 　 　 22,522 　 　 22,522 　

　３　受取災害保険金 ※６ ― ― ― 242,644 267,647 2.6 242,644 267,647

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産廃棄損 ※７ 16,036 　 　 21,826 　 　 5,790 　

　２　固定資産売却損 ※８ ― 　 　 9,772 　 　 9,772 　

　３　関係会社事業再編損 ※９ ― 　 　 18,249 　 　 18,249 　

　４　減損損失 ※10 ― 16,036 0.1 92,314 142,163 1.4 92,314 126,126

　　　税引前当期純利益 　 　 101,861 0.9 　 132,989 1.3 　 31,127

　　　法人税、住民税及び

　　　事業税
　 9,650 　 　 9,650 　 　 ― 　

　　　法人税等調整額 　 51,000 60,650 0.5 106,000 115,650 1.1 55,000 55,000

　　　当期純利益 　 　 41,211 0.4 　 17,339 0.2 　 △23,872

　　　前期繰越利益 　 　 301,266 　 　 ― 　 　 ―

　　　当期未処分利益 　 　 342,478 　 　 ― 　 　 ―
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③ 利益処分計算書

　

　 　
第56期

(平成18年３月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 342,478

Ⅱ　利益処分額 　 　 　

１　配当金 　 68,519 　

２　役員賞与金 　 ― 　

　　(うち監査役分) 　 (―) 　

３　任意積立金 　 　 　

別途積立金 　 ― 68,519

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 273,958

(注)　日付は株主総会承認日であります。
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④ 株主資本等変動計算書

第57期(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成17年12月31日残高(千円) 4,791,796 1,197,949 1,798,207 2,996,156

当期中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　

　当期純利益 　 　 　 　

　自己株式の取得 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の
　当期中の変動額(純額)

　 　 　 　

当期中の変動額合計(千円) ― ― ― ―

平成18年12月31日残高(千円) 4,791,796 1,197,949 1,798,207 2,996,156

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年12月31日残高(千円) 1,100,000 342,478 1,442,478 △176,485 9,053,946

当期中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 △68,519 △68,519 　 △68,519

　当期純利益 　 17,339 17,339 　 17,339

　自己株式の取得 　 　 　 △18,633 △18,633

　株主資本以外の項目の
　当期中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

当期中の変動額合計(千円) ― △51,180 △51,180 △18,633 △69,813

平成18年12月31日残高(千円) 1,100,000 291,298 1,391,298 △195,119 8,984,132

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日残高(千円) 565,619 565,619 9,619,565

当期中の変動額 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 △68,519

　当期純利益 　 　 17,339

　自己株式の取得 　 　 △18,633

　株主資本以外の項目の
　当期中の変動額(純額)

11,080 11,080 11,080

当期中の変動額合計(千円) 11,080 11,080 △58,733

平成18年12月31日残高(千円) 576,699 576,699 9,560,832

　

― 45 ―



重要な会計方針

　

項目
第56期

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

第57期
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社および関連会社株式

　移動平均法による原価法

子会社および関連会社株式

同左

　 その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等にもとづく時

価法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等にもとづく時

価法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

　 　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　時価のないもの

同左

２　デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法

時価法 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品・商品・仕掛品・原材料

　総平均法による原価法

製品・商品・仕掛品・原材料

同左

　 貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法

貯蔵品

同左

４　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法によっておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　　　建物　　　　　15年～50年

　　　機械及び装置　９年～10年

有形固定資産

同左

　 無形固定資産

　定額法

　ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)にもとづく定額法によって

おります。

無形固定資産

同左

５　引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

貸倒引当金

同左

　 関係会社投資等損失引当金

　関係会社への投資等について、今後

発生すると見込まれる損失に備える

ため、負担見込額を計上しておりま

す。

関係会社投資等損失引当金

同左
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項目
第56期

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

第57期
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

　 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務および年

金資産の見込額にもとづき、当期末

において発生していると認められる

額を計上しております。

　なお、会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処理し

ております。

　また、数理計算上の差異について

は、発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による

定額法により、翌期から費用処理す

ることとしております。

　執行役員の退職慰労金の支払に備え

るため、内規にもとづく当期末要支

給額を退職給付引当金に含めて計上

しております。

退職給付引当金

同左

　 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規にもとづく当期末要支給額

を計上しております。

役員退職慰労引当金

同左

６　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

同左

７　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引にかかる方法に準じた会計処

理によっております。

同左

８　ヘッジ会計の方法 長期借入金を対象とした特例処理の要

件を満たした金利スワップについて、

当該処理によっております。

同左

９　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税および地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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重要な会計方針の変更

　
第56期

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

第57期
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準)

当期より「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))および「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年

10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を適用しており

ます。

その結果、税引前当期純利益が92,314千円減少しており

ます。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則にもとづき当該資産の金額から直接控除しておりま

す。

　 　

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用して

おります。

従来の資本の部の合計に相当する金額は、9,560,832千円

であります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借

対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。
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表示方法の変更

　
第56期

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

第57期
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

(損益計算書)

前期まで、営業外収益の雑収入に含めておりました為替

差益については、営業外収益の100分の10を超えたため、

当期より区分掲記しました。

なお、前期の営業外収益の雑収入に含めて表示しており

ました金額は、3,080千円であります。

―――

　

追加情報

第56期
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

第57期
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

(法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書の表

示方法)

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第９

号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以

後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことにともない、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号)にしたがい、法人事業税の付加価値

割および資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。

その結果、販売費及び一般管理費が24,723千円増加し、

営業利益、経常利益および税引前当期純利益が同額減少

しております。

―――

　 　

(賞与支給額の表示方法)

従業員賞与の支給に充てるため、従来、当事業年度に負

担すべき支給見込額を賞与引当金として表示しておりま

したが、新人事制度の導入による支給対象期間の変更に

ともない、当事業年度末において負担すべき賞与支給額

に該当がないため計上しておりません。

―――
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注記事項

(貸借対照表関係)

第56期
(平成17年12月31日)

第57期
(平成18年12月31日)

※１　担保資産

　　　(担保提供資産)

建物
1,392,673千円
(832,567)

構築物
22,178
(22,178)

機械及び装置
514,159
(514,159)

工具、器具及び備品
2,236
(2,236)

土地
1,585,317
(799,704)

計
3,516,565
(2,170,847)

　　　(上記資産に対応する債務)

短期借入金
550,000千円

(550,000)
一年以内返済予定
長期借入金

515,000
(515,000)

長期借入金
1,815,000
(1,815,000)

計
2,880,000
(2,880,000)

　　　(上記債務に対する根抵当権極度額)

極度額
4,030,000千円

(3,530,000)

　　　(注)　上記のうち(　)内は工場財団抵当および当

該債務であります。

※１　担保資産

　　　(担保提供資産)

建物
1,300,800千円
(773,717)

構築物
20,650
(20,650)

機械及び装置
441,720
(441,720)

工具、器具及び備品
2,136
(2,136)

土地
1,585,317
(799,704)

計
3,350,626
(2,037,930)

　　　(上記資産に対応する債務)

一年以内返済予定
長期借入金

515,000千円
(515,000)

長期借入金
2,075,000
(2,075,000)

計
2,590,000
(2,590,000)

　　　(上記債務に対する根抵当権極度額)

極度額
4,030,000千円

(3,530,000)

　　　(注)　上記のうち(　)内は工場財団抵当および当

該債務であります。

　 　

※２　授権株式数 普通株式　60,000千株

　　　発行済株式総数 普通株式　17,894

―――
　

　 　

※３　自己株式の保有数 普通株式　 　764千株 ―――
　

　 　

※４　関係会社に対する主な資産および負債

売掛金 434,374千円

買掛金 151,042

※４　関係会社に対する主な資産および負債

売掛金 520,471千円

買掛金 37,301

　 　

※５　期末満期手形の会計処理は手形交換日をもって、

決済処理しております。なお、当期末日が金融機

関休業日であったため、次の期末日満期手形が期

末残高に含まれております。

受取手形 70,040千円

支払手形 342,807

設備関係支払手形 94,807

※５　期末満期手形の会計処理は手形交換日をもって、

決済処理しております。なお、当期末日が金融機

関休業日であったため、次の期末日満期手形が期

末残高に含まれております。

受取手形 52,645千円

支払手形 308,757

設備関係支払手形 30,902

　 　

※６　配当制限

有価証券の時価評価により、純資産額が565,619千

円増加しております。なお、当該金額は商法施行

規則第124条第３号の規定により、配当に充当する

ことが制限されております。

―――
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(損益計算書関係)

　
第56期

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

第57期
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

※１　他勘定振替高の内訳

技術研究費への振替 1,010千円

販売費及び一般管理費
への振替

5,589

製造原価への振替 1,918

※１　他勘定振替高の内訳

技術研究費への振替 4,121千円

販売費及び一般管理費
への振替

4,353

製造原価からの振替 346

雑収入への振替 2,710

　 　

※２　販売費及び一般管理費

　　　販売費に属する費用のおおよその割合は43.5％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は、56.5％であります。主要な費用および金額は、

次のとおりであります。

運賃荷造費 217,755千円

役員報酬 116,250

従業員給料及び賞与 581,177

退職給付引当金繰入額 41,730

役員退職慰労引当金繰入額 17,300

減価償却費 28,745

技術研究費 577,659

旅費交通費 115,673

※２　販売費及び一般管理費

　　　販売費に属する費用のおおよその割合は43.2％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は、56.8％であります。主要な費用および金額は、

次のとおりであります。

運賃荷造費 217,685千円

役員報酬 126,590

従業員給料及び賞与 563,414

退職給付引当金繰入額 47,543

役員退職慰労引当金繰入額 11,225

減価償却費 22,642

技術研究費 542,891

旅費交通費 106,546

　 　

※３　一般管理費に含まれる
　　　研究開発費

577,659千円
※３　一般管理費に含まれる
　　　研究開発費

542,891千円

　 　

※４　関係会社にかかる営業外収益

受取利息 717千円

受取配当金 44,622

※４　関係会社にかかる営業外収益

受取配当金 175,427千円

　 　

　 　

――― ※５　固定資産売却益の内訳

土地 2,480千円

計 2,480

　 　

――― ※６　受取災害保険金

　　　岡山工場の火災による保険金収入であります。

　 　

※７　固定資産廃棄損の内訳

建物 5,296千円

機械及び装置 2,964

工具、器具及び備品 7,063

その他 712

計 16,036

※７　固定資産廃棄損の内訳

建物 2,750千円

構築物 200

機械及び装置 12,065

工具、器具及び備品 6,810

計 21,826

　 　

――― ※８　固定資産売却損の内訳

建物等 9,772千円

計 9,772
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第56期
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

第57期
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

―――

　

※９　関係会社事業再編損

　　　米国子会社フジコピアン(ＵＳＡ)インクの事業再

編にかかるものであります。

　 　

―――

　

※10　減損損失

　　　当期において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

兵庫県
尼崎市

寮
建物
土地

　　　当社の資産グループは、管理会計上の区分ごとに

グルーピングを行っております。上記の資産は、

近年の地価下落傾向のなか、帳簿価額に対し時価

が著しく下落しており、また、従業員の減少によ

り遊休状態にあるため帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失(建物92,314千

円)として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、主として路線価等を適用し、評価してお

ります。
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(株主資本等変動計算書関係)

第57期(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前期末

株式数(株)
当期増加
株式数(株)

当期減少
株式数(株)

当期末
株式数(株)

普通株式　(注) 764,950 91,395 ― 856,345

合計 764,950 91,395 ― 856,345

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加の内容は、取締役会決議によるもの88,000株、単元未満株式の買取りによる

もの3,395株であります。
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リース取引関係

　
第56期

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

第57期
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

　 　

機械及び

装置

(千円)

　 車　両

運搬具

(千円)

　工具、器具

及び備品

(千円)

　
合計

(千円)

取得価額

相当額
　 6,570

　
5,142

　
46,070　 57,782

減価償却

累計額

相当額

　 3,394

　

1,028

　

29,923　 34,346

期末残高

相当額
　 3,175

　
4,113

　
16,146　 23,435

　 　

機械及び

装置

(千円)

　 車　両

運搬具

(千円)

　工具、器具

及び備品

(千円)

　
合計

(千円)

取得価額

相当額
　 6,570

　
5,142

　
27,825　 39,537

減価償却

累計額

相当額

　 4,708

　

2,142

　

20,086　 26,937

期末残高

相当額
　 1,861

　
2,999

　
7,739　 12,600

　 　

２　未経過リ－ス料期末残高相当額

１年以内 10,745千円

１年超 12,690

計 23,435

　(注)　取得価額相当額および未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

２　未経過リ－ス料期末残高相当額

１年以内 7,218千円

１年超 5,381

計 12,600

　(注)　取得価額相当額および未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

　 　

３　支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 12,750千円

減価償却費相当額 12,750

３　支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 10,745千円

減価償却費相当額 10,745

　 　

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法により算定しております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

　

　

有価証券関係

第56期(平成17年12月31日)

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

第57期(平成18年12月31日)

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。
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税効果会計関係

　
第56期

(平成17年12月31日)
第57期

(平成18年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　繰延税金資産

　税務上の繰越欠損金 1,549,141千円

　退職給付引当金損金算入限度
　超過額

194,225　

　減価償却費損金算入限度超過額 34,575　

　たな卸資産評価減 39,286　

　投資有価証券評価減 29,326　

　関係会社投資等損失引当金 93,233　

　その他 37,465　

繰延税金資産小計 1,977,253　

評価性引当額 △1,871,253　

繰延税金資産合計 106,000　

　 　　

繰延税金負債 　　

　その他有価証券評価差額金 383,406千円

繰延税金負債合計 383,406　

繰延税金資産(負債)の純額 △277,406　

　 　　

繰延税金資産(流動資産) 106,000千円

繰延税金負債(固定負債) 383,406　

繰延税金資産(負債)の純額 △277,406　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　繰延税金資産

　税務上の繰越欠損金 1,113,142千円

　退職給付引当金損金算入限度
　超過額

216,970　

　減価償却費損金算入限度超過額 35,189　

　たな卸資産評価減 41,216　

　投資有価証券評価減 29,326　

　関係会社投資等損失引当金 93,233　

　減損損失他 41,221　

　その他 28,770　

繰延税金資産小計 1,599,071　

評価性引当額 △1,599,071　

繰延税金資産合計 ―　

　 　　

繰延税金負債 　　

　その他有価証券評価差額金 390,917千円

繰延税金負債合計 390,917　

繰延税金資産(負債)の純額 △390,917　

　 　　

繰延税金負債(固定負債) 390,917千円

繰延税金資産(負債)の純額 △390,917　

　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.4％

　(調整) 　　

　交際費等永久損金不算入 21.5　

　住民税均等割 9.4　

　税務上の繰越欠損金 △81.7　

　その他 19.8　

　税効果会計適用後の法人税等の
　負担率

9.4　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.4％

　(調整) 　　

　交際費等永久損金不算入 15.1　

　住民税均等割 7.3　

　税務上の繰越欠損金 △95.4　

　減損損失 28.0　

　繰延税金資産の取崩し 79.7　

　その他 11.9　

　税効果会計適用後の法人税等の
　負担率

87.0　
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１株当たり情報

　
第56期

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

第57期
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

１株当たり純資産額 561.56円 １株当たり純資産額 561.13円

１株当たり当期純利益 2.40円 １株当たり当期純利益 1.01円

　 　
潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
2.38円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産

項目
第56期

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

第57期
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額
(千円)

― 9,560,832

普通株式にかかる事業年度末の
純資産額(千円)

― 9,560,832

貸借対照表の純資産の部の合計額と１
株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式にかかる事業年度末の純資産
額との差額(千円)

― ―

普通株式の発行済株式数(株) ― 17,894,877

普通株式の自己株式数(株) ― 856,345

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数(株)

― 17,038,532

２　１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
第56期

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

第57期
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

１株当たり当期純利益 　 　

　当期純利益(千円) 41,211 17,339

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式にかかる当期純利益(千円) 41,211 17,339

　普通株式の期中平均株式数(千株) 17,205 17,106

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　 　

　当期純調整額(千円) ― ―

　普通株式増加数(株) 77,399 ―

　(うち新株予約権) (77,399) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含まれなかった潜在株式の概要

――― 新株予約権１種類

(新株予約権の数　730個)

　

　

重要な後発事象

該当事項はありません。
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2. 役員の異動（平成19年３月29日予定）

　

　(1) 代表者の異動

　　　該当事項はありません。

　

　(2) その他の役員の異動

　　①　昇格取締役候補

常務取締役　本出壯太郎

兼 常務執行役員 管理部担当

（現、取締役

　　　兼 常務執行役員 管理部担当）

　

　　②　新任監査役候補

監査役　吉越進彌 （現、トーア再保険株式会社 相談役）

　

　　③　退任予定監査役

監査役　鈴木篤夫 （現、監査役）

　

　　④　新任執行役員候補

執行役員 生産統括部 購買部長 大和実 （現、生産統括部 購買部長）

　

以　上
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